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は じ め に

　2011年以降，日本の貿易収支を見ると，2016年，2017年，2020年は黒字であるが，赤字基調が
続いている。これは日本の製造業がアジア地域を中心として直接投資を継続し，産業の空洞化を
引き起こし，国民的生産力の低下をまねいたことも一因となっていると思われる。
　日本企業が東アジアにフラグメンテーション，モジュール化，により生産工程を配置するとい
う国際生産分業であり，これが東アジアの経済発展を引き起こした。このようなグローバル・バ
リュー・チェーンといわれる工程間分業，国際生産分業の最も基礎には国際価値が存在し，国際
価値の視点から考察する必要がある。途上国と先進国の間で国民的生産諸力の大きな格差が存在
する下で，形式的には対等な国家間の関係から直接投資を通して新たな蓄積と搾取が可能となっ
ていることを労働価値説から考察する必要がある。
　国際価値については多くの論考が現れたが，「不毛の論争」といわれて久しいし，基本的事項
においても見解の一致が見られないものもある。マルクスの国際価値についての叙述は極めて断
片的である。国民経済における基礎が価値法則であるように，国際価値論は世界市場における国
際交換の基礎を明らかにするものである。さきのような日本の貿易の現状を考えるうえでも重要
な問題である。そこで，こうした現実を表象として，外国貿易の基礎理論としての国際価値論を
考察して，その意味するものを改めて明らかにしたい。
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１．国民的労働

　個々の国々をその構成部分とする世界市場
1）
では，前半体系でとらえられた概念は，「国民的労

働」，「国民的賃銀」，「国民的剰余価値率」，「国民的利潤率」という「国民的な」規定を受けたも
のになる。とくに価値規定的労働は各国で異なる国民的労働として登場する。ここではマルクス
にならって不変資本部分を捨象する。すなわち「社会的に必要な労働時間とは，現存の社会的に
正常な生産諸条件と，労働の熟練および強度の社会的平均度とをもって，なんらかの使用価値を
生産するために必要な労働時間である

2）
」が，世界市場では，国民的に必要な労働時間，現存の国

民的に正常な生産諸条件と，労働の熟練および強度の国民的平均度とをもって，なんらかの使用
価値を生産するために必要な労働時間となり，一定の国民的な価値規定的労働を前提としている
のである。したがって，国民的労働の比較をせずに，各国の労働時間の平均で国際社会的必要労
働時間を求めることはできない。すでに一国内部では商品の価値は価値規定的労働としての国民
的平均労働によって度量されているのであって，けっして個別的労働の分量を示しているのでは
ない

3）
。

　国際間では生産諸力の格差は極めて大きく，社会的必要労働時間の前提をなす価値規定的労働
自体の比較が必要となるのである。量的な比較のためには，質的な同等性が保たれればならない。
国民的価値規定的労働の質的相違，国民的労働の国際価値生産度の違いを還元して初めて国民的
労働の国際価値の大きさは度量できるのである。そのときの度量単位が世界的労働である。
　各国の国民的平均労働はその国の標準的な生産諸条件と結びつくことは可能であるが，ほかの
国の標準的生産諸条件と結びつくことは排除されているため，生産諸力の大きな格差が表れるの
である。こうして国際間においては生産力の発展段階が大きく異なっているので，価値規定的労
働を比較しなければならない。各国の価値規定的労働は，各国の国民的労働が生み出す価値生産
物の大きさによって比較されるのである。世界市場に現れる商品とは生産諸力を異にする各国の
価値規定的労働の対象化したものであり，しかもけっして個別的労働の分量を表しているのでは
なく，国民経済内では社会的労働として妥当するものである。このようにまず各国の国民的価値
規定的労働の国際価値生産の比較を問題としなければならないのであるが，これは個別商品の国
際価値規定とは異なる論理レベルの問題である。この問題を個別商品の国際価値規定とはっきり
と区別しないことが国際価値に対する議論の混乱を引き起こした一つの原因である

4）
。

　また，マスクスは，「資本主義的生産はおよそ対外貿易なしには存在しない
5）
」と指摘している。

このようにはじめから世界市場を前提として開放体系のもとで考察しており，閉鎖体系のもとで
国内交換を論じてから，その後開放体系へ移行し国際交換を議論するわけではない。そして，貿
易が行われる際には各国の価値規定的労働はすでに一定の関係にあることを前提として行われる。
つまり世界的労働で換算されていることを前提にして，貿易の結果であるが，貿易の前提となっ
ており，商品交換の際には所与となるのである。
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２．『資本論』第１巻における20章の位置

　『資本論』第１巻の20章で「労賃の国民的相違」が論じられるに先立って，第５編で「絶対的
および相対的剰余価値の生産」が考察されている。そこで「労働日の限界が与えられていれば，
剰余価値率はただ必要労働と剰余労働という労働日の二つの構成部分の大きさの相対的な変動に
よってのみ高められ，この変動はまた，賃金が労働力の価値よりも低く下がるべきでないとすれ
ば，労働の生産性かまたは強度の変動を前提する

6）
」として，労働の平均強度と（生活手段生産部門

に至るまで）生産性が高まれば，労働力の価値は低下し，それだけ剰余価値が多くなり，剰余価
値率が高くなることが明らかにされている。ところが「H・ケアリは，彼の最も初期の経済学書
の一つである『賃金率試論』のなかで，種々の国民的労賃は種々の国民的労働日の生産性に正比
例するということを示して，この国際的な関係から，労賃は一般に労働の生産性につれて上がり
下がりするという結論を引きだそうとしている

7）
」ことを批判するため，書かれたものである。ケ

アリの誤りは，20章に先立つ，相対的剰余価値の生産を見れば，証明されているが，ケアリは生
産性が高くなれば，賃銀が上がり，その結果，剰余価値が減り，利潤率が低下する例として，国
際間の生産性と賃銀の問題を持ち出しているので，貨幣賃銀は剰余価値率以外の要因でも上がる
ということを示すために，商品の国際価値に基づいて「労賃の国民的相違」の問題を議論してい
るのである。したがってこの視点から20章は議論されていることを踏まえて考察する必要がある。
　なおマルクスはこれについて『資本論』第３巻で資本の有機的構成が原因であると説明してい
る
8）
。ケアリに対する批判は，これで充分であるが，平均的強度と生産性が高く，剰余価値率が高
い，より資本主義の進んだ国で，貨幣賃銀が高く表されるほかの要因を示す必要があるので，こ
れを世界市場における国際価値法則の問題として論じているのである。
　ここで，20章のマルクスの文章をあげておこう。
　「どの国にも一定の中位の労働強度として認められているものがあって，それよりも低い強度
では労働は商品の生産にさいして社会的に必要な時間よりも多くの時間を費やすことになり，し
たがって正常な質の労働には数えられないことになる。与えられた一国では，労働時間の単なる
長さによる価値の度量に変更を加えるものは，ただ国民的な平均よりも高い強度だけである。
個々の国々をその構成部分とする世界市場ではそうではない。労働の中位の強度は国によって違
っている。それは，この国ではより大きく，あの国では小さい。これらの種々の国民的平均は一
つの階段をなしており，その度量単位は世界的労働の平均単位である。だから，強度のより大き
い国民的労働は，強度のより小さい国民的労働に比べれば，同じ時間により多くの価値を生産す
るのであって，この価値はより多くの貨幣で表現されるのである。
　しかし，価値法則は，それが国際的に適用される場合には，さらに次のようなことによっても
修正される。すなわち，世界市場では，より生産的な国民的労働も，そのより生産的な国民が自
分の商品の販売価格をその価値まで引き下げることを競争によって強制されない限り，やはり強
度の大きい国民的労働として数えれるということによって，である。
　ある一国で資本主義的生産が発達していれば，それと同じ度合いでそこでは労働の国民的な強
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度も生産性も国際的水準の上に出ている。だから，違った国々で同じ労働時間に生産される同種
商品のいろいろに違った分量は，不等な国際的価値をもっており，これらの価値は，いろいろに
違った価格で，すなわち国際的価値の相違に従って違う貨幣額で，表現される。だから，貨幣の
相対的価値は，資本主義的生産様式がより高く発達している国民のもとでは，それがあまり発達
していない国民のもとでより小さいであろう。したがって，名目賃金，すなわち貨幣で表現され
た労働力の等価も，第一の国民のもとでは第二の国民のもとでよりも高いであろうということに
なる。とはいっても，このことが現実の賃金にも，すなわち労働者が自由に処分しうる生活手段
にもあてはまるという意味ではけっしてないのであるが。
　しかし，違った国々での貨幣価値のこのような相対的相違は別としても，しばしばみられるよ
うに，日賃金や週賃金などは第一の国民のもとでは，第二の国民のもとでよりも高いが，相対的
な労働の価格，すなわち剰余価値に比べての労働の価格も，生産物の価値に比べての労働の価格
も，第二の国民のもとでのほうが第一の国民のもとでよりも高いのである

9）
」。

　このように国際間における商品交換とは「さまざまな国民流通領域のあいだの商品交換であ
る
10）
」ので，最初に，マルクスは各国の国民的労働の中位の強度は異なり，強度の高い国の国民的
労働は，強度のより小さい国民的労働に比べて同一時間により多くの価値生産物とより多くの価
値を生産し，この価値はより多くの貨幣で表されるという。これは複雑労働が単純労働に比べて
倍加された労働としてみなされるのと同じである。階段状をなす国民的労働の強度を度量するの
が世界的労働の平均単位である。
　これは各国の個別商品の国際価値を論じるのに先立って，各国の価値規定的労働である国民的
労働の世界市場における比較，評価を強度について述べている。マルクスは15章において「労働
の量の変動が外延的であろうと内包的であろうと，その量的変動には，労働の価値生産物の大き
さの変動が，この価値を表す物品の性質にはかかわりなく対応するのである。／労働の強度がす
べての産業部門で同時に同程度に高くなるとすれば，新たにより高い強度が普通の社会的標準度
になり，したがって外延量としては数えられなくなるであろう。しかし，その場合にも労働の平
均強度が国によって違うことに変りはなく，したがってそれはいろいろに違った各国の労働日へ
の価値法則の適用を修正するであろう。強度のより大きい一国の一労働日は，強度のより小さい
他の国の一労働日に比べれば，より大きい貨幣量表現に表されるのである

11）
」と述べているので，

価値規定的労働の平均強度を論じているのは間違いない。
　ついで生産性の修正が述べられている。世界市場では，より生産的な国民的労働も，そのより
生産的な国民が自分の商品の販売価格をその価値まで引き下げることを競争によって強制されな
い限り，やはり強度の大きい国民的労働として数えられる。先にみたように，ここでの主な意図
は生産性があがれば労賃も高くなるという例証として，ケアリが国際間の労賃の違いを出したか
らである。貨幣賃銀は労働力価値の上昇以外の要因によっても高くなることを貨幣の相対的価値
の国民的相違で説明し，貨幣の相対的価値の相違を，各国の国民的労働が生み出す商品の国際価
値で証明しているのである。この文章を個別商品の国際価値規定を論じていると見ている論者は
多いが，この視点から見ると，ここで論じているのは個別商品の国際価値規定ではなく各国の価
値規定的労働の強度と生産性の問題を扱っているのである。
　マルクスが「世界市場では，より生産的な国民的労働も，そのより生産的な国民が自分の商品
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の販売価格をその価値まで引き下げることを競争によって強制されない限り，やはり強度の大き
い国民的労働として数えられる」といっているのも，特定部門の生産性の意味ではなく，価値規
定的労働の生産性，より生産的な国民的労働の生産性のことを意味するといえる。
　最後にマルクスは，各国の価値規定的な労働の強度と生産性に基づく国民的な生産諸力の作用
として，同じ労働時間に生産される同種商品は異なり，異なった国際価値を生産しするとしてい
る。マルクスはここで「ある一国で資本主義的生産が発達していれば，それと同じ度合いでそこ
では労働の国民的な強度も生産性も国際的水準の上に出ている」という箇所に注をつけ「どんな
事情が，生産性に関しては，この法則を個々の生産部門について修正しうるか，ということは別
の箇所で研究するであろう

12）
」としているので，個別部門の生産性ではなく一国の全部門の生産性

を意味していることは間違いない。

３．貨幣の相対的価値

　そしてこの二つの要因の結果として貨幣の相対的価値の国民的相違を述べている。貨幣の相対
的価値の相違も，部門ごとのものではありえない。部門ごとに貨幣の相対的価値の国民的相違を
議論できないのであるから，個別部門の商品の国際価値規定をここでは議論していないのである。
また同じことは労賃にも言える。労賃の比較も国民経済間の問題であって，個々の部門間の労賃
の比較とはいえまい。
　貨幣の国際価値は，産金国で金の世界的需要をみたすために必要な最劣等地の限界金山によっ
て生産された，最高の個別価値をもった金の個別価値によって規定される。「違った国々で同じ
労働時間に生産される同種商品のいろいろに違った分量は，不等な国際的価値をもっており，こ
れらの価値は，いろいろに違った価格で，すなわち国際的価値の相違に従って違う貨幣額で，表
現される」と述べ，マルクスは商品の国際価値を貨幣量が表すと考えているから，ここでは各国
の貨幣の国際価値は等しいものであるとして考察している

13）
。このように同種商品とあるので個別

商品のことを論じていると見えるが，国民経済の全体的な部門を考えているのである。たとえば，
Ⅰ国は同一時間にⅡ国より，６倍の商品群を生産するとする。世界市場では商品の単位当たり国
際価値は同じ国際価値をもち，同じ貨幣で表されるので，Ⅱ国の商品群が金 1 g で表現されると
すると，Ⅰ国で同じ時間に生産された商品群はⅡ国の６倍たとえば金 6 g で表現される。貨幣の
相対的価値は本来の意味では，貨幣が相対的価値形態にあり，その価値をありとあらゆる商品類
で表したものであるが，ここでは相対的価値形態にある貨幣の等価形態にある商品群に対象化さ
れている国民的労働量の意味で使われているのである

14）
。Ⅰ国はⅡ国よりも同じ時間に６倍の国際

価値をもつ，６倍の貨幣で表される商品を生み出すのであるから，逆に貨幣一単位に等置される
商品に対象化されている国民的労働量は少なく，６分の１になるのである。つまり強度および生
産性が国際的水準の上に出ている国の貨幣の相対的価値はその低い国より小さくなるのである

15）
。

したがって貨幣の相対的価値は，「資本主義的生産様式がより高く発達している国民のもとでは，
それがあまり発達していない国民のもとでより小さいであろう」ということになるのである。そ
こで貨幣の相対的価値が低く，資本主義的生産様式が発達している国民のものでは，それだけ貨
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幣賃銀が高く表されることになるのである。
　『資本論初版』ではマルクスの意図は明瞭である。
　「世界市場では，より強度な一国の労働日がより長い数時間の労働日として，計算されるばか
りでなく，より生産的な一国が商品の販売価格をその価値まで引き下げることを競争によって強
制されない場合にはいつでも，より生産的な一国の労働日がより強度な労働日として計算される
のである。だから，より強度でより生産的な一国の労働日は，一般的に言って，世界市場では，
強度または生産性がよりわずかな一国の労働日に比べてより多くの貨幣量表現で表される。労働
日についてあてはまることは，労働日の加除部分についてもあてはまる。だから，たとい相対的
労賃，すなわち，労働者が生み出す剰余価値または彼の全価値生産物または食料品の価格と比べ
た労賃がより低いものであっても，労働の絶対的な貨幣価格は，一方の国では他方の国において
よりも高いことがありうる

16）
」。

　価値法則の修正命題は，個別商品の国際価値規定を明らかにするために取り上げられているの
ではなく，各国の国民的労働日とかかわって，その貨幣量表現について論じられているのである。
各国の国民的労働の強度と生産性の違いが，その生み出す価値生産物の格差を生じ，各国民的労
働日の国際価値の生産の格差を生み，貨幣量表現の格差を生むと論じられている。この『初版』
の記述では結論は明瞭であるが，説明が十分でないので，『現行版』では，各国の強度，生産性
の違いから同一の国民的労働の生み出す価値生産物の量の違いを論じ，同じ種類の商品一単位の
国際価値は世界市場では等しいので，国民的労働の一労働日の生み出す国際価値量の違いから，
国民的労働の貨幣量表現の違いを論じ，その加除部分の労賃の格差を論じているのである。この
点を考慮すると，『現行版』の課題も個別商品の国際価値規定の問題でなく，各国の価値規定的
労働である国民的労働の，世界市場での国際価値生産度の比較，評価であったのがわかる。
　労賃の国民的相違を論じる場合には，国民的労働生産力の水準が一国の各部門の生産諸力のど
の水準に決まるかを考察する必要はない。強度が高くより生産的な国は，同一時間にその低い国
よりもより多くの価値生産物（v＋m）を生産し，それは国際価値に応じてより多くの貨幣量で表
現され，貨幣の相対的価値は小さく，価値生産物の加除部分である労賃（v）も高くなることを
証明すれば，ケアリ批判としては十分である。

４．国民的生産力水準

　個別商品の国際価値を論じる場合には，国民的労働の比較，国際価値への換算がどの水準に決
まるかを考察しなければならない。この問題を各国の生産力体系との関係で考えてみよう。

図１．国民的労働と貨幣の相対的価値

A１単位 B１単位 C１単位 金 1 g
Ⅰ国国民的労働 Ⅰ国国民的労働 Ⅰ国国民的労働 Ⅰ国国民的労働

Ⅰ国 10時間 10時間 10時間 １時間
Ⅱ国国民的労働 Ⅱ国国民的労働 Ⅱ国国民的労働 Ⅱ国国民的労働

Ⅱ国 90時間 60時間 30時間 ６時間
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　いま簡単化のため，Ⅰ国とⅡ国を取り上げ，それぞれA，B，Cの部門があり，全部門におけ
る国民的労働の中位の強度は等しいので，両国の国民的労働の強度差は換算されたものとしよう。
そして，一単位を生産するのにⅠ国A部門は10時間，Ⅱ国A部門は90時間，Ⅰ国B部門は10時
間，Ⅱ国B部門は60時間，Ⅰ国C部門は10時間，Ⅱ国C部門は30時間としよう（図１）。Ⅰ国は
A商品一単位，B商品一単位，C商品一単位を生産するのにⅠ国の国民的労働30時間を必要とす
る。Ⅱ国はA商品一単位，B商品一単位，C商品一単位を生産するのにⅡ国の国民的労働180時
間を必要とする。A商品一単位，B商品一単位，C商品一単位を１個のマーケットバスケットと
すると，Ⅰ国の国民的労働は180時間で６個の同種同量のマーケットバスケットを，Ⅱ国は同じ
時間に１個の同種同量マーケットバスケットを生産するので，Ⅰ国とⅡ国の国民的な生産力の格
差は，A部門の生産力格差９倍，B部門の生産力格差６倍，C部門の生産力格差３倍の平均６倍
に決まるといえる。厳密には単純平均ではなく，各産業部門のウエイトを考慮した加重平均とな
るであろう。ともあれ国際間の生産力格差を考えるときは，理論的に各産業部門の生産力格差の
平均に国民的生産力格差は決まると考えることは合理的であろう。そこでⅠ国は同じ時間に，Ⅱ
国の６倍のマーケットバスケットを生産し，１個あたりのマーケットバスケットの国際価値は世
界市場では同じであるから６倍の国際価値を生産すると評価される。そして，マーケットバスケ
ット１個の世界市場での価格が金 30 g とすると，Ⅰ国の金 30 g に等置されるマーケットバスケ
ット１個に対象化されたⅠ国の国民的労働は30時間であり，Ⅱ国の金 30 g に等置される１個マ
ーケットバスケットに対象化されたⅡ国の国民的労働は180時間であり，貨幣の相対的価値はⅠ
国金 1 g＝1 時間，Ⅱ国金 1 g＝6 時間と，国民的生産力の高いⅠ国のほうが，Ⅱ国よりも小さい。
そこで同じ時間にⅠ国の国民的労働はⅡ国の国民的労働の６倍の国際価値を生産することになる。
そして，Ⅰ国の国民的労働１時間はⅡ国の国民的労働６時間と同じ国際価値を生むと世界市場で
は評価され，これによって両国の国民的労働は世界的労働に換算されるのである。Ⅱ国の国民的
労働が世界的労働の平均単位とすれば，Ⅰ国の国民的労働は６倍にされることによって，世界的
労働に換算され国際価値として比較が可能となる（図２参照）。

図２．国民的労働の世界的労への換算

A１単位 B１単位 C１単位 金 1 g

世界的労働 価格 世界的労働 価格 世界的労働 価格 世界的労働

Ⅰ国 60時間 金 10 g 60時間 金 10 g 60時間 金 10 g ６時間

世界的労働 価格 世界的労働 価格 世界的労働 価格 世界的労働

Ⅱ国 90時間 金 15 g 60時間 金 10 g 30時間 金 5 g ６時間

５．個別商品の国際価値

　Ⅱ国の国民的労働が世界的労働の度量単位とすると，Ⅰ国国民的労働は同じ時間にⅡ国の国民
的労働の６倍の世界的労働で示される。このように世界的労働に換算されたのが，図２である。
金 1 g の国際価値は世界的労働６時間と両国で等しい。多くの論者が誤解しているが，Ⅰ国の商
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品A一単位の国民的労働が10時間から世界的労働60時間に換算されたからといって価値が増え
たわけではない。Ⅰ国の国民的労働１時間が世界的労働６時間に相当するよう換算されただけで，
度量単位を変えたのみであって価値量としては同じなのである。一方はⅠ国国民的労働で，他方
は世界的労働で度量しているだけなのである。図２はⅡ国の国民的労働を世界的労働の度量単位
として換算するためにⅠ国の国民的労働は６倍にされている。
　このA部門はⅡ国に対するⅠ国の生産力格差が９倍であるので，国民的生産力格差６倍に応
じてⅠ国の国民的労働がⅡ国の国民的労働より６倍の世界的労働に換算されても，これを上回る
生産力の高さがあるので，国際個別価値は小さくなる。

A部門の生産力格差と国民的生産力格差
Ⅱ国に対するⅠ国のA部門の生産力格差（９倍）＞Ⅱ国に対するⅠ国の国民的生産力格差（６倍）
Ⅰ国A部門一単位の国際個別価値（60時間）＜Ⅱ国A部門一単位の国際個別価値（90時間）

　Ⅰ国のA商品の国際個別価値は60時間で，Ⅱ国のA商品の国際個別価値は90時間で，いまそ
の平均75時間に国際市場価値が決まるとすると，それがA商品一単位の国際価値であり，Ⅰ国
のA商品の生産者は一単位当たり世界的労働15時間の国際的特別剰余価値を取得する。A部門
はⅠ国の商品が世界市場では圧倒的に国際競争力は強く，輸出され国際的特別剰余価値をえる。
　B部門はⅡ国に対するⅠ国の生産力格差が６倍であるので，国民的生産力格差６倍と同じであ
り，Ⅰ国の国民的労働が世界市場でⅡ国の６倍の世界的労働と換算されると，相殺されてⅡ国の
B商品の国際個別価値60時間と等しくなる。

B部門の生産力格差と国民的生産力格差
Ⅱ国に対するⅠ国のB部門の生産力格差（６倍）＝Ⅱ国に対するⅠ国の国民的生産力格差（６倍）
Ⅰ国 B部門一単位の国際個別価値（60時間）＝Ⅱ国 B部門一単位の国際個別価値（60時間）

　両国の国民的生産力格差とこの部門の生産力格差が同じため，一単位当たりのB商品の国際
個別価値が同じになるので，これがB商品一単位の国際市場価値となり，両国のB商品の国際
競争力は同等で，世界市場でⅠ・Ⅱ国の資本にとって激しい競争となるに違いない。
　C部門はⅡ国に対するⅠ国の生産力格差が３倍であるので，国民的生産力格差６倍より低いた
め，Ⅰ国の国民的労働１時間が世界的労働６時間と６倍に換算される。このためⅠ国の１時間が
Ⅱ国の６時間に相当するから，C商品一単位当たり国際個別価値ではⅡ国は世界的労働30時間，
Ⅰ国はⅠ国の国民的労働 10時間×6＝世界的労働60時間となり，Ⅰ国の国際個別価値のほうがⅡ
国より高くなる。

C部門の生産力格差と国民的生産力格差
Ⅱ国に対するⅠ国のC部門の生産力格差（３倍）＜Ⅱ国に対するⅠ国の国民的生産力格差（６倍）
Ⅰ国 C部門一単位の国際個別価値（60時間）＞Ⅱ国 C部門一単位の国際個別価値（30時間）
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　C部門ではⅠ国の国民的労働が国民的生産力格差に基づいてⅡ国の６倍の世界的労働に倍加さ
れるのに，同部門の生産力格差が３倍でしかないので，国際的には生産性がⅡ国より低く現れ，
C商品一単位の国際個別価値はⅠ国60時間，Ⅱ国30時間となる。C商品一単位当たりの国際市場
価値が45時間となるとすると，Ⅰ国の資本の国際競争力は弱く，Ⅱ国のC商品の輸入との競争
に苦しみ，世界市場では国際個別価値以下で販売せざるをえなくなる。Ⅱ国の資本は一単位当た
りの国際個別価値30時間と国際市場価値45時間の差を特別剰余価値として取得することになる。
　これらからわかるように，世界市場では個別部門の生産力格差は，国民的生産力格差によって
規定される各国の国民的労働の国際価値生産度の格差を控除したあとにのみ意味があるというこ
とである

17）
。これが個別部門の世界市場での独自な生産力であり，そこから導かれるのが国際価値

と国際的特別剰余価値の独自性である。したがって国民的価値以上の国際価格で販売でき，超過
利潤をえることがでるのは，国民的生産力を超える生産力を有する部門だけであり，資本主義的
生産様式の進んだ国の国民的労働一般ではない。そこで「国際間において労働の生産力に大きな
相違があれば，資本主義的生産様式の進んだ国はそれが遅れた国よりも，個々の商品の生産に要
する国民的労働の時間は小さく，したがって，その国民的価値は小さい。したがって世界市場で
は，先進国の資本は競争による強制がないかぎり，その商品を国民的価値以上の国際価格で販売
することができ，それでもって超過利潤を取得することができる

18）
」という中川信義の主張には賛

成できない。おなじく松井清の主張のように「生産力の高い国の生産者は，全体として，国際市
場価値よりも低い価値をもって生産を行うことができるために１つの超過利潤を実現する」こと
もない

19）
。

　さきにみたように各国の国民的生産力に基づいて，各国国民的労働が同一時間に生み出す価値
生産物（v＋m）の国際価値が異なり，それと各部門の生産力とによって，国際個別価値が決まり，
輸出部門か輸入部門かが決まるのである。労賃（v）水準と各部門の生産力とによって決まると
見えるのは，マルクスのいうように価値生産物（v＋m）の貨幣表現によってその加除部分である
労働力（v）の貨幣表現が決まるので，そう見えてしまうのであるが，この考えは労働力の価値
（v）を労働（v＋m）と混同しているのである。「輸出産業のより高い労働の生産性と強度が，そ
の国のより高い労賃をどれだけ埋め合わせるかということ，また，後れた国の場合には，反対に，
より低い労賃がその国の輸出産業のより低い労働の生産性と強度をどれだけ埋め合わせるかとい
うこと，この点が国際競争上の決定的な条件となる

20）
」という主張も，労働力と労働の混同がある

といえる。そもそも輸出産業，輸入産業の決定は当該部門の労働の生産性と強度と当該国の労賃
（v）水準ではなく，これまで見たように，国民的生産力に基づく国民的労働の国際価値生産度
（v＋m）であってその一部である労賃（v）ではない。図２で例示したように，輸出部門となるか
輸入部門になるかは国民的生産力格差と個別部門の生産力格差によって決まるのである。もし，
労賃格差で決まるとするとⅠ国はⅡ国の３倍であるので，Ⅰ国はA，B部門で輸出でき，C部門
は同じ国際価値となる。これを見ても労働の生み出す国際価値と労働力の価値を明確に区別する
必要がある。個別商品の国際価値を決めるのは，先にみたように，国民的生産力に基づく国民的
労働の国際価値生産度と個別部門の生産力であって，労賃水準と個別部門の生産力ではない。こ
れは労働力の価値と労働を混同した議論だといえる。
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72 立命館経済学（第72巻　第４号）

412



立命館経済学72巻４号―四校　Ａ

６．直接投資と国際価値

　ここでも各国民的労働の国際価値生産度と直接投資の基本関係を考えるうえで，不変資本部分
を捨象して考えていく。ここでは製造業を取り上げて，優位性を優れた技術として考えて，国際
価値と直接投資の関係を見ていきたい。

図３．国際価値と直接投資

A１単位 B１単位 C１単位 金 1 g（100ドル）

国民的
労働

国際
価値 価格 国民的

労働
国際
価値 価格 国民的

労働
国際
価値 価格 国民的

労働
国際
価値

Ⅰ国 30時間 30 k 3000ドル 40時間 40 k 4000ドル 50時間 50 k 5000ドル １時間 1 K

Ⅱ国 180時間 45 k 4500ドル 160時間 40 k 4000ドル 100時間 25 k 2500ドル ４時間 1 K

　図３は，Ⅰ国とⅡ国に３つの部門を想定し，A部門ではⅠ国はⅡ国より生産力が６倍高く，B
部門では４倍高く，C部門では２倍高く，国民的生産力格差は各部門の生産力格差６倍，４倍，
２倍の平均４倍で決まるとする。そのため，世界市場ではⅠ国の１時間がⅡ国の４時間に相当す
る。これまでと違いここではⅠ国の国民的労働が世界的労働の度量単位とすれば，世界市場では
Ⅱ国の国民的労働はⅠ国の国民的労働の４分の１のものとして世界的労働に換算され，Ⅰ国国民
的労働の４分の１の国際価値を生産するとされる。したがって，世界的労働の度量単位であるⅠ
国の国民的労働１時間が 1 k の国際価値を生むとすると，Ⅱ国の国民的労働４時間は 1 k の国際
価値を生むことになる。そして，価格標準が金 1 g ＝100ドルで金の国際価値は両国で同じ 1 k 
であるから，商品の価格は国際個別価値を反映する国際個別価値価格となる。図２と同じく，Ⅰ
国のⅡ国に対するA部門の生産力格差６倍は国民的生産力格差４倍を上回るので，Ⅰ国A商品
一単位はⅡ国より国際個別価値は低くなる。B部門の生産力格差は国民的生産力格差と同一であ
るので，両国の一単位当たりの国際個別価値は同じである。Ⅰ国のⅡ国に対するC部門の生産
力格差２倍は国民的生産力格差４倍を下回るので，生産力格差から国民的生産力格差を控除する
と，世界市場では，Ⅰ国のほうがⅡ国より一単位当たりの国際個別価値は高くなる。Ⅰ国の資本
は国際競争力でⅡ国に劣ることになる。
　このような利潤率の低下する状況に直面してⅠ国のC部門の資本は，もし国内の他部門で利
潤率の高い有利な部門があればそこに移るであろう。またまたそのような部門が存在せず，ある
としても，独占によって参入が阻止されているのであれば，Ⅰ国のC部門の資本はⅡ国のC部
門の資本より上回る技術水準であるから，Ⅱ国の労働力の質が，その技術を扱える質であるなら
ば，その優位性にある技術をもってⅡ国に直接投資をする可能性は高い

21）
。Ⅰ国 C部門の資本が

その優位性にある技術（Ⅱ国の２倍の生産力）を，国民的生産力が低いゆえに同一時間にⅠ国より
も少ない世界的労働に換算されることで，C商品一単位当たりの国際個別価値を小さくできる。
たとえば，図３でみれば，Ⅰ国のC部門は50時間で一単位生産できる技術を持っているのであ
るから，Ⅱ国の国民的労働50時間は，世界的労働12.5時間と換算されるので，直接投資したⅠ国
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の資本はⅡ国においては例外的に高い生産力としてC商品一単位当たり 12.5 k（1250ドル）の国
際個別価値で生産でき，Ⅱ国のC部門の商品一単位よりも小さな国際個別価値（25 k ＝2500ドル）
で生産できる。C商品一単位の国際市場価値がⅠ国の 50 k（5000ドル）とⅡ国の 25 k（2500ドル）
国際個別価値の平均に決まり，37.5 k（3750ドル）であるとすると，Ⅱ国のC部門に直接投資した
Ⅰ国の資本は，国際市場価値 37.5 k（3750ドル）と自己の国際個別価値 12.5 k（1250ドル）の差額 
25k（2500ドル）を国際的な特別剰余価値としてとしてC商品一単位当たり取得する。
　この国際的特別剰余価値の本質は，低い賃銀を利用することでえられるのではない点に注意し
なければならない。国民的生産力が低く，少ない世界的労働に換算され，それゆえ国際価値生産
度が低く評価されている途上国の国民的労働を先進国企業が直接投資をして自らの高い生産力を
体現する生産手段に結びつけて，当該商品の国際市場価値よりも自らの国際個別価値を低くする
ことで，国際的特別剰余価値をえることが可能なのである。以前に述べたように，国民的生産力
や国民的労働の世界労働への換算比率，その結果としての「貨幣の相対的価値」はそれ自体とし
ては認識できないので，資本家は個別費用のなかの重要な部分としての賃銀格差によって生まれ
ると意識するのである。しかしこれは誤りであり，世界的労働に換算された労働力の価値（v）
と世界的労働の生み出す価値生産物（v＋m）との混同がある。
　半導体をはじめとするエレクトロニクス産業や一般機械，電気機械，精密機械，輸送機械など
は先進国の「比較優位産業」であるが，グローバリゼーションの動きのなかで組み立て加工部門
など労働集約的な工程が途上国に移されていくのが現代の直接投資の姿である

22）
。

　図３のA部門を取り上げて，考察してみよう。工程間分業が発生し，進むためには生産のモ
ジュール化が必要である

23）
。A部門はここではⅠ国のいわゆる「比較優位産業」である。いまA

部門が３つの工程に分割されており，各工程の対外的生産力格差が異なると仮定しよう。それぞ
れの工程が外注性が高い部品生産工程と考えよう。図３と同様にⅠ国とⅡ国の国民的生産力格差
は４倍であって，その結果「貨幣の相対的価値」はⅠ国で100ドル（金 1 g）＝１時間の国民的労
働，Ⅱ国で４時間の国民的労働であるとする。

図４．工程間分業と国際価値

A商品の製造工程｛１単位｝

Ｂ
Ｃ
部
門
省
略
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国民的
労働

国際
価値 価格 国民的
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　Ⅰ国のA1 工程とA2 工程は，Ⅱ国の同工程と比べ，国民的生産力格差（４倍）より高い部門
別の生産力格差（A1＝18倍，A2＝6 倍）があるので国際個別価値的にも小さくなり，それを反映
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して国際価格表現も低くなる。Ⅰ国のA3 工程はⅡ国の同工程と比べ，国民的生産力格差（４倍）
を下回る対外的生産力格差（２倍）であるので，Ⅰ国のA3 工程の価値生産物の国際個別価値は
Ⅱ国のA3 工程の価値生産物の国際個別価値よりも大きくなる。先ほどの国民的生産力格差より
生産力格差が低い部門の直接投資の誘因で見たように，そこでこの工程を国民的労働の国際価値
生産度が低く，なおかつ移転する技術を扱える労働力の質がある途上国へ移すことによって，こ
のA3 工程の価値生産物の国際個別価値を小さくし，国際競争力をさらに強化し，超過利潤をえ
る可能性がある

24）
。

　A3 工程をⅠ国とⅡ国で比べると，Ⅰ国の技術はA3 工程をするのに国民的労働15時間を要し，
国際価値は 15 k で，その価値生産物の価格表現は1500ドルである。一方Ⅱ国のA3 工程は国民
的労働30時間を要する技術を要するが，国民的生産力格差によって，世界的労働としてはⅠ国の
４分の１として評価されるので，30÷4＝7.5 時間と換算される。その価値生産物は，7.5 k の国
際価値であり，価格表現は750ドルで，Ⅰ国よりも低い。そこでⅠ国のA部門の資本がその技術
優位をもってA3 工程をⅡ国に移転して，Ⅱ国の労働力の質がその技術を扱える質であるならば，
Ⅱ国では例外的に高い生産力としいてⅡ国国民的労働15時間ですみ，これを世界的労働に換算す
れば 15÷4＝3.75 と換算され，その価値生産物は 3.75 k の国際価値で，価格表現としては375ド
ルである。このようにA3 工程はⅠ国で行うことは不利であり，Ⅱ国で行えば，この工程の国際
個別価値を引き下げることができるので，Ⅰ国のA部門の資本は，A1，A2 工程をⅠ国で行い，
A3 工程をⅡ国に直接投資することで，A商品の国際個別価値を 30 k（3000ドル）から 18.75 k
（1875ドル）に下げることができる。もしⅠ国のA部門の資本のほとんどがA3 工程を移転して
いないとし，A商品一単位の国際市場価値がⅠ国の国際個別価値 30 k（3000ドル）とⅡ国の 45 k
（4500） ドルの平均 37.5 k（3750ドル） で決まるとすると，その差額 37.5 k－18.75 k＝18.75 k
（1875ドル）の国際的特別剰余価値を取得できる。この国際的特別剰余価値は，いろいろな派生的
所得となって，先進国に流れているのであって，途上国には低い世界的労働に換算される価値生
産物（v＋m）の加除部分である一部（v）が支払われるのみである。
　この国際的な特別剰余価値は，国際的な価値体系の違いを利用し，直接投資をして，先進国の
高い技術を体化した生産手段を国際的には国民的生産力格差に基づいて低い国際価値に換算され
る国民的労働に結びつけることによってえられるものである。賃銀格差でえられると考えるのは
すでに述べたように，労働力と労働の混同に基づくものである。このように，現代の資本はグロ
ーバリゼーションの名の下で，国民的生産力格差と各工程の生産力格差を比較，検討し，最も商
品の国際個別価値を小さくし，国際的特別剰余価値を最大化するように，直接投資によって各工
程をグローバルに配置する新たな蓄積様式を行っているのである。

お わ り に

　このように国際価値は不毛ではなく，発展の大きな可能性をもつものである。単に，外国貿易
の基礎理論としてだけではなく，いわゆる「比較劣位部門」の直接投資を考察する上でも重要な
概念である。またこれを敷延すれば，現在の直接投資の国際価値的な契機を究明できる。その延
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長線上に，単に貿易の基礎理論としてではなく，グローバル・バリューチェーンを解明するため
の理論となり，新しい蓄積様式を考察し，そのなかでのグローバル・サウスの位置づけも明らか
になる。そして，それは一国の国民的生産力体系を変化させ，貿易の在り方にも影響し，貿易収
支，国際収支に影響を及ぼして，結局のところ為替相場の変更をもたらす要因を明らかにできる
と思われる。ここでは商品の個別国際価値を考察する際には国民的生産力格差を所与としてきた
が，商品の貿易と直接投資が各国の国民的生産力体系を大きく変動させるのである。いわゆる国
際価値論の動態化にかかわる問題である。
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The Uniqueness of International Value

Seiichi AKIYAMA

Abstract

　This paper is a study on the theory of international value, the modification of the law of 
value. In a country the value of a commodity is determined by the quantity of national 
labour. In the world market, due to the differences in national material forces of production, 
the national labour of countries receive different evaluations from each other. This paper 
examines the relation of the national productivity and the national difference of money’s 
relative value. Besides, it explains how the international value effect foreign trade and 
foreign direct investment.
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